２０１１年　新人戦論文望月ゼミC班

賃金評価基準について

～年功序列型賃金か、成果主義型賃金か～
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はじめに
労働を賃金で評価するとき、その評価の基準は２つある。１つは年齢であり、もう１つは仕事の成果である。
前者は年功序列型賃金、後者は成果主義型賃金と呼ばれている。日本は前者の型をとっており、今もなお根強く存在する。年功序列型賃金が成立するためには経済成長などの前提条件があるのだが、近年バブル崩壊や金融危機の影響による経済成長の停滞により前提条件が崩れてきている。
そうした背景がある中で今後、日本は年功序列型賃金を維持していくべきなのか。それとも欧米などで広く取り入れられている成果主義を日本も活用していくべきなのか。私たちは日本経済の変化を踏まえてこれからは成果主義導入が必要であることを強く推進する。第一章では景気変動により日本の伝統的賃金形態が崩れている現状を説明する。第二章では成果主義導入のメリットを論じることで、日本の賃金体系の欠点を埋める役割を果たすことができる可能性を示す。第三章では日本企業が実際に成果主義を取り入れたことをもとに、問題点を探り、分析することで導入する場合に評価の細分化と明確化、公平化を行うことが重要であると論じて終わりとする。
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第1章　日本の歴史考察

今回のテーマは賃金評価基準ということで年功序列型賃金についてまず説明する。年功序列型賃金は年齢や役職によって賃金に序列をつける賃金形態である。労働者の年齢が高いことは賃金が高いことを意味する。すなわち勤続年数に応じて賃金が上昇していくシステムであるといえるだろう。

メリットとしては勤続年数が長くなれば賃金が上昇するため、労働者は他企業に移るインセンティブが小さくなる。労働者は企業にとどまりやすくなるので企業は安定した労働力を見込める。また年功序列型賃金は後述の終身雇用制度と組み合わされることで大きな効力を発揮した。

また、年齢に応じて一括して賃金を上昇させるシステムなので膨大なコストがかかってしまう。そのコストを支払うために企業の恒常的な成長が必要となる。

つまり年功序列型賃金が成立するには長期雇用と恒常的成長の存在が前提となる。

以上の年功序列型賃金の特徴をふまえ、論文を展開していく。
1、日本の伝統的雇用システム

日本では戦後から高度成長期にかけて、日本の雇用に3つの大きな特徴が見られた。終身雇用、年功序列型賃金、企業別労働組合の3つである。これらはまとめて日本の伝統的雇用慣行と呼ばれている。また、このような形態で雇用される労働者は直接企業と労働契約を結んでいる正規労働者であることが多いため正社員中心システムとも呼ばれている。

この雇用慣行のそれぞれの利点として、年功序列型賃金によって安定的な労働力を確保しながら、終身雇用によって人材を育成し労働生産性を高めることができる。また、労働組合が企業別にあったため労使が協調しやすく賃金交渉を円滑に行うことができる。これによりコストが削減できた。また、オイルショック後には正規労働者の雇用を守るという点から厳しい解雇規制が設けられ、正社員中心システムをより強固なものにした。

図１は経済成長率の推移である。

図1
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この図を見ると、赤い枠で囲った高度経済成長期の経済成長率は毎年平均で約9％であることがわかる。
高度経済成長期を支えた要因は労働生産性の上昇と当時の家計の旺盛な消費性向であったが、これは日本の伝統的雇用慣行に支えられたものであった。労働生産性の上昇は長期雇用、家計の可処分所得の増加は年功序列型賃金によってもたらされた。可処分所得とは収入から税金などの非消費支出を差し引いたものである。いわば消費にまわすことができるお金だ。

また、長期雇用には安定した労働力の確保のほかに労働者の雇用を安定させることによって生活を安定させる目的もあった。労働者は同時に消費者でもあるため、労働者の雇用の安定は消費者としての生活の安定を意味する。当時は消費性向が高かったので所得の増加は消費の増加を意味した。

これらの要因が重なり日本は大きな経済成長をすることができた。

また、言うまでもないが当時は恒常的な成長が見られたのでコスト上の問題はなかった。

２、ターニングポイント　～バブル崩壊～
図1のグラフからわかるように1990年代の経済成長は鈍化している。原因はバブル崩壊である。

経済成長の停滞は先ほど述べたように恒常的な成長が前提となる日本の伝統的雇用慣行の維持が困難になることを意味する。

図2
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図2は労働分配率、すなわち企業の利益に占める人件費の割合である。バブル崩壊後から急激に上昇していることがわかる。また、労働分配率が高まるということは企業の活動を圧迫することにつながる。

繰り返しになるが、日本の伝統的雇用慣行は恒常的な成長が前提となる。バブル崩壊によって経済の成長が見込めなくなってしまったため、企業はコスト削減を推進しなければならなくなった。その際に多くの非正規労働者を雇用した。

非正規労働者がなぜコスト削減に用いられるかというと、非正規労働者は正社員ではないために日本の伝統的雇用慣行が当てはまらない。そのため、労働賃金が上昇することもなく安価な労働力であるといえる。また、非正規社員の労働契約は有期であり数年単位の労働契約期間というものが存在する。もし彼らを解雇したければ契約期間を満了し契約の更新を行わなければよいだけなのである。厳しい解雇規制のある正規労働者に比べて非正規労働者は解雇が容易なのである。また、本来企業が負担すべき社会保険料なども負担しなくてすむので企業にとっては非常にありがたい存在なのである。こうした背景もあり非正規労働者の数は増加の一途をたどった。

しかし非正規労働者の増加がもたらしたことはいいことばかりではなかった。
3、非正規労働者の増加がもたらしたもの

非正規労働者の大量投入により1990年代後半から労働分配率は下落した。それを示すのが図2の黒い枠で囲った部分である。これにより企業は活動の圧迫という問題を乗り越えることができた。しかし新たな弊害が別のところで起こった。問題となったのは大きく分けて2つである。消費の停滞と格差の拡大だ。消費の停滞の要因は非正規労働者の増加によって労働者の給与水準が下落したということである。非正規労働者はコスト削減のために雇用されたので、彼らの所得は当然であるが高くなかった。1990年代後半から家計の平均可処分所得は減少傾向にあるが、これは正規労働者に比べ低所得である非正規労働者の家計の増加が要因と思われる。家計の所得の減少は消費が落ち込んでしまうことを意味する。

一般的に経済が成長するためには生産量と消費量の増加が必要である。そのため、非正規労働者の賃金を上昇させることで生産量と消費量の増加を図らなければならない。

また、非正規労働者の増加により正規労働者との格差も生まれ始めた。現在、正規労働者と非正規労働者の間には大きな賃金格差が存在する。なぜ格差が存在するのだろうか。格差の理由は勤続年数の違いである。先ほど少し述べたが正規労働者の場合、長期雇用を前提としているために年功序列型の恩恵を受けることができる。また正規労働者は厳しい解雇規制があるため解雇が容易ではない。それに対して非正規労働者は短期雇用を前提としている。また雇用契約期間が切れても更新の義務はないので、雇用契約期間が過ぎれば解雇は容易である。非正規労働者は短期雇用が前提となるので、年功序列型賃金の恩恵を受けることができない。そのため非正規労働者には正規労働者に特有な賃金の上昇カーブが存在しない。そのため、年を重ねるにつれ徐々に格差が生まれてくる。そして、いわゆる働き盛りの年齢になるころには賃金格差は顕著になる。

このような雇用形態による賃金格差は是正していかなければならない。

4、考察　～新たな労働システムの模索～

前述のように恒常的な成長を必要とする日本の伝統的雇用慣行はバブル崩壊後、企業の成長が困難になったために機能しなくなってしまった。

皮肉にも高度経済成長期を支えた日本の伝統的雇用慣行がバブル崩壊によって足かせとなってしまった。

恒常的な成長が見込めない今、日本の伝統的項雇用慣行は崩壊しつつあるといってもいい。

そこでわれわれはあらたな労働システムを考える必要があるだろう。

とりわけ前述の消費や格差は深刻な問題であるため新たな賃金形態を考える必要がある。

そこで新たな賃金形態として成果主義型賃金に注目したい。

そこで、これから年功序列型賃金に変わり新たな賃金形態として日本に成果主義型賃金が導入できる可能性を模索する。
第２章　成果主義導入の必要性
　　１章で述べたように、景気変動による労働分配率の上昇やコスト削減の影響で、非正規社員の賃金格差が拡大し、日本型雇用慣行である年功序列型賃金形態は、現在崩れつつあるのではないか。したがって欧米などで既に取り入れられている成果主義導入を強く推進する。ではなぜ成果主義が良いのかをそのメリットと共に考察していく。

以下の構成で論じていく。

　　　　　　　　２-１　従業員や企業の賃金改革に対する意識調査から年功賃金に対する考え方に変化が起きている現状を説く。

　　　　　　　　２-２　年功序列型賃金＝長期雇用のデメリットを論じる。

　２-３　成果主義のメリットを考察する。

２-１　①従業員側からの意識調査

独立行政法人労働政策研究・研修機構は、職業形態の多様化、業績・成果主義導入の広がりなど企業の人材マネジメントに変化が見られる中で、労働者の満足度や就業意識にどのような変化が生じてきたのか、アンケート調査を行った。企業調査は1200社、従業員調査は7,349人にあたる。それらを参考にし、従業員や企業の双方に仕事に対する意識変化が現れていることを論じていく。

以下の意識調査は2008年に行われたもので、従業員調査である。（複数回答）
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2005年と比べて、仕事に関する意識・関心は「自分が行う職務分野への関心」で約5割、「職場での評価に対する関心」で約3割高くなっている。これらから分かるように、従業員は自分の仕事内容や評価に対する関心が高まっている。また「会社に対する忠誠心・帰属心」に注目すると、「低下した」という割合が「高まった」よりも多くなっていることから、同じことが言えるだろう。
２-１　②企業側からの意識調査
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これも三年前と比べた企業調査で、複数回答だが、意識や関心が「高くなった」と回答した中で、社員の年齢別で表したグラフである。30歳代から50歳代前半の男性はどの意識や関心でも高いことが分かる。特に「職場での昇進についての関心」が最も高く60%を超えている。しかし、さらに注目してほしい部分がある。それは若年社員の部分である。「仕事のやりがいを重視」や「職業生活を通じたキャリア形成」の意識や関心が30%を超えていることについてである。つまりやりたい仕事に就きたい者や自分の能力を高めることを望む者が若者に多いことが分かる。反対に若者の昇進の関心はあまり見られない。これは年功序列による影響で、長くその会社で働かなければ賃金は上昇しないと認識しているからなのかもしれない。
以上二つのアンケート調査により、従業員側からも企業側からも自身の興味のある職務分野への関心や能力向上などの傾向にあるため、今の賃金体系が合っていないのではないかと考える。

２-２　年功序列型賃金のデメリット

年功序列型賃金は長期雇用があった上で成り立つ。ここでは、年功序列型賃金の欠点を長期雇用と共に論じていきたい。第１章で述べたように長期雇用の維持は、高成長と人口増加を前提としているが、現在は低成長であり、少子高齢化も進んでいる。またグローバル化の時代に入っているため、この伝統的雇用慣行が崩れつつある。他国との競争に生き残るためにも、終身雇用や年功序列型賃金制度を見直すべきではないのか。会社側と労働者側の視点から考察していく。

前者は、これらの制度により悪い結果を生んでいる。理由として、能力に衰えがある高齢の管理職を雇い続けるがために、資金の浪費に繋がるからだ。したがって新卒などの若い人々を採用しにくい状態になっており、外部の労働市場より調達が出来なくなっている。それは第１章の労働分配率のグラフで企業の負担率が高くなっていることからも明らかだ。

後者は、一つ目に年功序列により自分の能力や才能を発揮できないことが挙げられる。むしろ、全力を出して仕事をする・キャリアと能力も高い者とそうでない者の賃金の差が大きくないことから、「働きさえすれば賃金がもらえる」という考え方が多く、結果に対する評価の関心が低くなるため、労働意欲が上がらなくなる。一生懸命働いても早く昇進できない若い社員は、この制度を不公平に感じるだろう。さらに、その若い社員たちは自分の仕事のやる気を損ねてしまい、結果的に企業に損失を与える恐れも出てくる。加えて、転職者や既卒・女性雇用の低下になっていることもこの制度による弊害だろう。

二つ目は、終身雇用は主に日本人特有なのだが、労働者は会社に対する忠誠心をもたらす。メリットではあるが、悪影響も及ぼす。それは自分の家族より会社のことを大切にする日本人が多いため残業が長期間続き、過労死してしまう人がたくさんいるのである。

三つ目は、非正規社員は主に短期でしか雇用されていない。この雇用形態が増加しているため長期雇用という定義は成立しなくなってきている。
　２-３　成果主義導入によるメリット

　　　以上のように日本型雇用慣行を続けていたら、労働者の仕事意識は低下してしまう。また企業はグローバル化が進んでいる今日、世界を相手に生き残ることが困難になるだろう。また非正規社員も増加している中でこのままの賃金体系を続けていいのだろうか。このような問題を解決手段として、欧米で評価されている成果主義の導入を推奨する。まず成果主義とは、昇進・昇給の基準を「仕事の成果」に置く人事制度の考え方である。アダム・スミスの『国富論』が起源とされている。しかし問題として、成果を出した従業員に一定の割合で賃金を支払うか（成果）、それとも成果とは無関係に一定の賃金を支払うか（年功序列）という点である。その問題点は第三章で論じる。
そこで、ここでは成果主義の長所をいくつかあげていきたい。一つ目は、労働者のやる気や業績を上げることができる。会社の業績への貢献度に応じた賃金を支払うことにより、労働者の士気が向上し、結果として企業の業績アップに繋げることが可能となる。

二つ目は、労働者の職務能力の向上である。目標を定めることにより、業務に従事し、評価を与えられ、次期への課題を把握することができる。この流れにより、企業は労働者の向上心を引き出すことが出来る。また、目標管理の制度化が進むことで、従業員だけでなく上司も仕事に対して理解を深めることが可能になり、仕事の内容に関する見直しも可能になる。

三つ目は、賃金が評価基準になることにより、勤続年数が長い労働者も「成果」を出さないと高い給料を貰えないため、年功序列で停滞していた職場が競争原理により、活性化される。「成果」で給与を査定することにより、高い生産性を維持できると期待されている。さらに、年功序列の場合、非正規社員はフルタイムで働いたとしても正社員と同じ給料は貰えないが、成果主義は働いた分だけ給料が貰える。つまり非正規社員でも正社員と同等の給料を貰える可能性があるということである。
第3章　導入する上での懸念

1章・2章より、成果主義を推進してきたが、成果主義導入には様々な問題が発生する。この章では、その問題点や日本での失敗例を踏まえた上で、どのように成果主義を取り入れていくべきなのかを考察する。

3－1　成果主義のデメリット

3－2　日本の失敗例

3－3　デメリットを改善して取り入れるには

3－1　成果主義のデメリット

成果主義の問題点として、個人の評価付けが困難であること、チームワークの乱れなどが考えられる。まず、個人の評価の面であるが、売上・利益が把握できる営業は成果の評価はできるが、事務や製造部門のように数字に表れにくい仕事の成果の評価は難しい。そして、個々人はその時だけの成果だけにとらわれ、長期的成果を上げることがなおざりになる。数値の結果だけを成果とみる結果主義に陥り、仕事のプロセスを評価しないといことも危惧される。また、自分の成果に一生懸命になり、チームワークが阻害、管理職は自分の部下を育てないなど、部署全体の乱れにもつながるだろう。

3－2　日本の失敗例

ここでは、日本の成果主義導入の失敗例として富士通の例を取り上げる。

　1993年に富士通は成果主義を導入した。バブル崩壊の後遺症と、日本型経営のマイナス面が強調されるようになっていた時期だった。富士通を皮切りに、現在では企業の7割がなんらかの目標管理型システムを使用している。成果主義は、当初、「社員のやる気が引き出され、働いたものが平等に評価されることによって、企業はますます発展する。」と言われ、大変魅力的だった。しかし、実際導入した富士通では、この制度がうまく適用されなかったため、社員の士気は低下、社内には不満と嫉妬が渦巻き、自殺者まで出てしまう惨状となった。　

それでは、失敗の要因は何だったのか。

ここでは、問題の一つとして、評価の面の問題点を説明する。評価の面での問題は、当初は評価の分布比率が「SA10％、 A20％、B50％、C15～20％、Eほぼゼロ」と決められていたことである。これではもし従業員が目標に向かって努力し、その目標を達成したとしても、結局は他の部員との相対評価で順位づけをされる可能性がある。これは、目標管理制度に趣旨にまったくそぐわない。その上、相対評価によって格下げされる社員の多くは、年功序列で低位置にいる、新米の部長の部署の従業員だった。このような相対評価により、社員の不満が増加した結果絶対評価による評価に制度改革がなされた。しかし、この絶対評価もうまくはいかなかったのだ。絶対評価とは、評価の分布比率がなくなることである。つまり、何人にSA評価をつけてもいいということだ。SA評価になる人は当然増加した。しかしボーナスの総額は変化しなかった。よって、一人一人に払われるボーナスの額は減少したのだ。評価の高い従業員が多い部では、努力して目標を達成しても、個人レベルでは評価分布前よりもボーナスが下がるというおかしな事態が発生してしまった。そのことにより成果を上げても、なぜかボーナスが下がる社員は、制度改善の兆しが一向に見られないことに見切りをつけ、他社へ転職してしまった。こうして、もはや富士通には若手のできる社員は、ほとんどいなくなってしまった。

相対評価、絶対評価以外の評価の問題として、管理職の目標がオープンでなかった事もあげられる。目標管理制度により、目標は地位が上の者から順に立てられた。目標管理制度化においては、管理職は自分の目標を達成するために、部下に仕事を振るということになる。しかし、上司の目標はいっさい従業員に公表されなかった。このため従業員は、部門目標がなんなのか、また自分の目標が部の中でどんな位置づけなのかわからなかった。上司が、従業員に目標を公表しなかったのは、プロジェクト失敗の責任を部下に押し付けたり、部下の成果を自分の成果にしたりすることができるからだ。それによって、富士通の9割の管理職の評価はAだったという。こんなに優秀な管理職が勢ぞろいしながら、業績赤字が続いていたのだから、この評価が正しかったとは誰も信じないだろう。結局管理職の評価の付け方は、おたがいの慣れ合いになってしまっていたのだ。

3－3　デメリットを改善して取り入れるには

取り入れる際にすべきこととして２つ述べる。

まず1つ目は、成果主義導入の前に、どうして成果主義を導入するのか、という共通認識を社員全体が共有することだ。どうして導入するのかわからなければ、管理職は指揮の取り方を間違える可能性もあるし、一般社員から多数不満が出てくるかもしれない。

2つ目は、「成果をどのように評価するか」についてだ。

まず、富士通の例から「評価」は相対評価ではなく絶対評価にすべきである。次に、何を「成果」とし、個人を評価するかについてだが、まず、各社員の期待される役割を明確にする必要がある。期待される役割は、部署ごとにも、管理職や一般社員などの役職ごとにも異なってくるだろう。一般社員に期待される役割としては、「個人に割り当てられた仕事の達成度」と「部門業績への貢献」が考えられる。「個人に割り当てられた仕事の達成度」の具体的な内容は、個人目標の達成、仕事の正確度、迅速度である。「部門業績への貢献」の具体的な内容は能力開発、チームワーク、知識伝達、問題発見・改善、課題形成、上司の補佐等である。ここで従業員に目標を考えさせるとき、この部署全体の目標は何なのか、自分は部署の目標を達成するためにどの位置にいるのかを明確に把握させることが重要である。管理職に期待される役割は「部門業績責任者」、「部門活性化責任者」に加え、「個人に割り当てられた仕事の達成」だ。そして、管理職の目標は必ず部下に公表する必要がある。評価者は管理職なので、能力の高い管理職を置くことが前提となる。もしくは、評価者を第3者に委託することだ。そうすれば、純粋に仕事に対するプロセスや結果を公平に判断できるだろう。富士通の例では、個人の立てた目標が達成できたか否かで評価を決めていたようだが、それだけでは、達成しやすい目標を立てる可能性が高い上に、短期的成果に偏りがちになり、またチームワークも乱れる。このように、目標を各部署、各地位で細分化し、日々評価をオープンに行って、それを結果的には給与に反映するということが望ましい。

まとめ

戦後から続いている日本の伝統的雇用慣行は、高度経済成長期を支え大きく日本の成長に貢献した。しかし、この雇用慣行はコストがかかってしまうというデメリットがあり、恒常的な成長が前提となる。1990年代前半に起きたバブル崩壊によって日本は長期の不況に見舞われ、前提となる安定的な成長ができなくなり、コストの面で伝統的雇用慣行が重荷となってしまった。企業はコスト削減のため、年功序列型賃金形態をとっている正社員の労働時間を削減し、非正規社員を増やした。その結果賃金格差も拡大した。その問題を解決するためにわれわれは賃金形態を見直すべきではないかと考え、成果主義型賃金に着目した。なぜ成果主義型賃金かというと、コストの削減が期待できること、第2章のアンケートより現在では年功序列型賃金に対する考え方が変化してきているということ、正規・非正規間の賃金格差を解消できることなどが期待できるからである。しかし、過去に導入に失敗した企業が存在するなど制度上の問題点もある。そこで失敗した企業の問題点を分析した結果、正しい評価がなされているという条件をクリアできれば日本にも成果主義型賃金の導入は可能であるという結果に至った。
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